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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産官学から成る科学技術
人材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは
意見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年4月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省科学技術政策研究所
　　　　　　　　　　　　　　科学技術動向研究センター　センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥和田　久美
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
【電　話】０３－３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
【 U R L 】http://www.nistep.go.jp
【E-mai l】stfc@nistep.go.jp
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記の URL にアクセスいただき「科学技術
動向・月報一覧」でご覧いただけます。
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本文は p.8 へ
ソフトウェア・テストの技術動向と課題
　近年、ソフトウェア・テストは、リスクマネジメントとして、あるいは、品質保証活
動の一環として強く意識されるようになった。ソフトウェアに起因する事故は、社会問
題や大きな経済損失を招くことすらあるが、それらは、極端な言い方をすれば、テスト
が不十分であったために生じたと言ってもよい。自動車を含めたほとんどの機械は、今
や組込システムと呼ばれるソフトウェアで動くようになっている。このようなテストに
ついての需要の増大にこたえる形で、ソフトウェア・テストを専業とする企業や組織も
出現している。
　テストの手法も、図表のように、上流工程を取り込むようになり、静的テストの重視
や自動化などが行われている。
　ここでは、このような技術面の改良だけでなく、1) 事故調査委員会の設置による経験
知の共有、2) 第三者機関によるソフトウェア ･ テストの監査、3) 法制度の整備、4) 用語・
記述・表現の研究および基本知識の普及を提案する。このような取り組みは、長期に見
れば、日本製品を含めた日本のシステムの品質を見直し、品質に関わる作業を企業内部
の活動にとどめず、広く世の中に提供できる活動、いわば、「品質」産業とでも呼べるよ
うな活動にまで高まる可能性を秘めている。
科学技術動向
概　要
開発とテストのWモデル（最近のモデル）
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科学技術動向研究センターにて作成
3Science & Technology Trends   April  2008
　 本文は p.19 へ
米国商務省のイノベーション計測に
向けたイニシアティブ
　
　2008 年 1 月 18 日、米国商務省（DOC）は「イノベーション計測－米国経済におけるイ
ノベーションの状況を追跡する」と題した報告書を公表した。
　この検討は、①「イノベーションは経済の駆動力であり、適切な政策に向けて、政策決
定者や国民がイノベーションの経済成長や生産性へのインパクトをより良く理解するこ
とが必要である」との政府の認識の下になされた。また、②有力な研究者はもとより産業
界の有力者も参画したトップダウンのイニシアティブである、さらに、③ DOC にとどま
らず政府横断的な取り組みを求め、民間、学界にも取り組みを求めている、といった特
徴を有している。
　報告書では、まずイノベーションを、「顧客に対する新たな価値と企業に対する利益を
創出することを目的とした、新たなあるいは改良された製品・サービス・プロセス・シ
ステム・組織構造、あるいはビジネスモデルの設計・発明・開発及び／または実施」と定
義している。次いで、以下のような勧告を行っている。
［政府が取り組むべきこと］
　産業レベルでの年次全要素生産性計測や無形資産 (intangibles) の計測方法の改善な
ど国家経済におけるイノベーションの特定・計測のための強固な枠組みの構築
［産業界が貢献すべきこと］
　イノベーション計測のベストプラクティスの開発、イノベーション関連情報の提供
［特に必要とされる研究］
　イノベーションのアウトカムの計測
　不足データの特定と取得方法の検討
　イノベーションと協力関係、イノベーションのパフォーマンス、企業業績の関係の分析
　
　近年、各国・各地域においてイノベーション重視の政策が打ち出され、それとともに、
イノベーション政策やイノベーションの効果を計測し、政策に役立てようという動きが
顕著になっている。米国では、全米科学財団（NSF）の「科学・イノベーション政策のため
の科学」を通じた研究ファンディングや新たな科学技術指標の整備と上記の DOC による
経済統計の整備（イノベーション計測）、の 2 つのイニシアティブが、役割分担と連携の
もとに進められている。イノベーション計測に向けた省庁を超えた連携による取り組み
の例として、引き続き、その動向と進捗に注目していく必要がある。
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　東京大学は、「ジェロントロジーに関する学際的
な教育基盤構築の一環として、国内で初めて学部
横断型教育プログラムを設置し、高齢者や高齢社
会の諸問題に関する学際的な知識を有する学生の
育成を開始する」と発表し、ジェロントロジー寄
付研究部門で、2008 年 4 月から、国内では画期
的なジェロントロジー（老年学）教育の取り組み
を開始した。
　「ジェロントロジー」プログラムの受講者は、学
部 3 ～ 4 年生を対象とし、2 つのコア科目（「加齢
にともなう心身機能・生活の変化と適応」、「高齢
社会の社会システムと生活環境」）と学内全 10 学
部にある約 50 の選択科目から最低 2 科目選択し
て履修し、計 4 科目（8 単位分）の単位を修得し
た者に対して、ジェロントロジー寄付研究部門か
ら修了証が付与される。
　日本の 65 歳以上の高齢者人口は 2,660 万人
(2006 年 ) に達し、すでに総人口に占める割合は
20.8% であり、国民の 5 人に１人が高齢者であ
る。今後、「団塊の世代」が 65 歳になる 2012 ～
2014 年には、65 歳以上の高齢者が年に約 100 万
人ずつ増加する。加えて少子化により、高齢者の
割合は上昇を続けると推定されている。
　急速な人口構成の変化に、従来の様々な社会制
度やシステムが対応できなくなりつつあり、国民
生活に影響を与え、国民の将来への不安感が増し
てきている。
　このような高齢者や高齢社会に関する様々な問
題を解決するために生まれたのがジェロントロ
ジーという学問領域である。ジェロントロジーは
学際的かつ分野横断的な学問で、医学、看護学、
理学、工学、法学、経済学、社会学、心理学、倫
理学、教育学などの多くの学問を含んでいる。
　ジェロントロジーは、米国発の学域で、1945 年
に米国ジェロントロジー学会が発足して、本格的
に研究がされてきた。今では欧米を中心に多くの
 ライフサイエンス分野	 TOPICS	 Life Science
　2008 年 4月、東京大学のジェロントロジー寄付部門は、国内初の学部横断型教育プログラムを設置し、ジェ
ロントロジー教育への取り組みを開始した。高齢者や高齢社会に関する様々な問題を解決するためのジェロン
トロジーは、医学、理学、工学、法学、経済学、社会学、心理学など多くの学問を含む学際的な性質をもつ。
学部 3 ～ 4 年生が対象で、コア科目2 科目と学内全10 学部にある 50 の選択科目から2 科目の計4 科目の単
位を履修する。ジェロントロジーは1945 年に米国で始まり、大学を中心に本格的な教育および研究がなされ
ている。しかし、日本では 2006 年に民間企業の寄付により、東京大学の総括プロジェクト機構内にジェロン
トロジー寄付研究部門が発足したばかりである。学生が将来どのキャリアパスを選択してもジェロントロジーの
知識の活用ができ、また人材の層が厚くなることで、社会は大きな恩恵を受けると期待される。
トピックス 1　国内初の学部横断型ジェロントロジ （ー老年学）教育
大学・大学院で教育および研究が実施されている。
　一方、日本では、このような学際的な学問は根
付かず、少数の大学で講座が開講されるに留まり、
日本のジェロントロジーの研究・教育基盤は脆弱
なままであった。今回の東京大学の動きは、この
ような基盤を一気に強化できるのではないかと期
待されている。
　ジェロントロジー寄付講座は、2006 年 4 月に
東京大学の総括プロジェクト機構（東京大学総長
直轄のプロジェクト）内に発足し、研究が開始さ
れた。これは、日本生命保険相互会社、セコム株
式会社、大和ハウス工業株式会社の各社からそれ
ぞれ 5,000 万円、計 1 億 5,000 万円（3 年間の総額）
の寄付を受けたものである。開設期間は 2006 ～
2008 年度であるが、2009 年度以降も大学として
この部門を存続していく予定である。
　研究部門は、「国内外に散在するエイジング（加
齢）や高齢化に関する知見や事例をジェロントロ
ジーという知識体系に集約し構造化すること、そ
れにより生み出される価値を社会に還元すること」
を目的とし、東京大学内での分野横断的な研究を
進めている。
　ジェロントロジーの知識は、高齢社会における
新しい価値観の創造、新しい製品開発や先進的な
研究の発展のために寄与すると考えられる。学生
が将来どのキャリアパスを選択しても知識の活用
ができ、また人材の層が厚くなることで社会は大
きな恩恵を受けると期待される。
参　考
1)   平成 19 年版　高齢社会白書（内閣府）
2)  米国ジェロントロジー学会The Gerontological Society 
of America : http://www.geron.org/
3)  東京大学総括プロジェクト機構 ジェロントロジー寄
付研究部門 : http://www.gerontology.jp/home/01/01.
htm
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　植物は成長の過程で炭素を吸収するので、農作物
など植物起源のバイオ燃料を製造して化石燃料の代
替として使用することが、ライフサイクル的に見て
地球温暖化の抑制に繋がる、という概念が、バイオ
燃料生産に関して一般的に言われてきた。これに対
し、バイオ燃料を作るために新たに土地を開墾（森
林・植物の伐採、土壌の耕起）する場合、温室効果
ガスの排出がむしろ増加する、という試算結果が米
国科学誌 Science に掲載された（2008 年 2 月）。
　論文の一つは、 米国NGOの The Nature Conservancy 
と米国ミネソタ大学の共同で行われた研究で、熱帯雨
林、泥炭地帯、サバンナまたは草原を開墾して農作物
起源のバイオ燃料を生産する場合に、大気に放出され
る CO2 の量を作物と土壌に分けて計算し、影響レベル
をまとめたものである 1）。
　具体的には、ブラジルの熱帯雨林やサバンナを開
墾して大豆を生産しバイオディーゼル燃料に転換し
た場合、インドネシアやマレーシアの熱帯雨林や泥
炭地を開墾してパーム椰子を生産しバイオディーゼ
ル燃料に転換した場合、米国中央部の草原を開墾し
てコーンを生産しバイオエタノール燃料に転換した
場合、米国の耕作放棄地を開墾し草からバイオエタ
ノール燃料に転換した場合など、世界で実施中の方
策について検討している。計算の結果では、化石燃
料から植物起源バイオ燃料への代替によって温室効
果ガス排出量が削減する一方、その削減量（年間総
量）に対して、ブラジルのサバンナを開墾する場合
には 17 倍、インドネシアやマレーシアの泥炭地を
開墾する場合には 420 倍もの CO2 が余計に放出さ
れることになる、とされている。これは開墾前に元々
あった植物や土壌に蓄えられていた炭素が、伐採後
の植物の焼却や放置によるバクテリア分解などに
よって大気に放出されることが原因である。
　また、もう一つの論文は、米国プリンストン大学
などで行われた研究で、前述と同様の土地開墾時の
 環境分野	 TOPICS	 Environment
　バイオ燃料生産に関する一般的概念は、植物起源のバイオ燃料を製造して化石燃料の代替として使用す
ることが、地球温暖化の抑制に繋がるというものである。しかし、バイオ燃料生産時に土地開墾を伴う場
合には、むしろ温室効果ガス排出量を増加させてしまう可能性を示した試算結果が科学誌 Science に掲載
された。米国 NGO の The Nature Conservancy らは、化石燃料から植物起源バイオ燃料への代替によっ
て温室効果ガス排出量が削減する一方、ブラジルのサバンナ開墾で17 倍、インドネシアなどの泥炭地開墾
では 420 倍もの CO2 が余計に大気に放出されると計算している。また、米国プリンストン大学などでは、
スイッチグラスなどからバイオエタノー ルを生産・使用しても、土地開墾を伴うと温室効果ガス排出は 50%
増加するとしている。これらの計算結果は、炭素保有としての作物・森林や土壌の評価、およびライフサイ
クルでの持続性評価の詳細な検討が必要であることを示唆している。
トピックス 2　バイオ燃料生産時の土地開墾による温室効果ガス排出影響を試算
参　考
1)    Joseph Fargione, et.al. “Land Clearing and the 
Biofuel Carbon Debt” Science Vol319, p.1235, 29 
February 2008 
2)    Timothy Searchinger, et.al.“Use of U.S. Croplands 
for Biofuels Increases Greenhouse Gases 
Through Emissions from Land-Use Change” 
Science Vol319, p.1238,29 February 2008
温室効果ガス増加影響について、米国でバイオ燃料
を製造する場合に焦点を当て、ライフサイクル解析
を実施したものである2）。これによると、とうもろ
こしからバイオエタノールを生産し自動車用燃料と
して使用した場合、温室効果ガスは化石燃料に対
して 20% 削減するが、その際に土地開墾を伴うと、
温室効果ガス排出は 93% の増加に転じる。また、
バイオエタノール増産のための切り札と目されてい
るセルロース・バイオマスについても言及しており、
スイッチグラス（イネ科）などからバイオエタノー
ルを生産・使用した場合の温室効果ガス排出は化石
燃料に対して 70% 削減するが、土地開墾を伴うと、
温室効果ガス排出は 50% 増加してしまう、と記さ
れている。
　これらは、バイオ燃料生産時に土地開墾を伴う場
合、化石燃料を生産・使用するよりも、むしろ温室
効果ガス排出量を増加させてしまう可能性を示した
試算結果である。炭素保有としての作物・森林や土
壌の評価、およびバイオ燃料に関するライフサイク
ルでの持続性評価について、より詳細な検討が必要
であることが改めて示唆されたと言える。これらは、
EU・米国でスタートしているバイオ燃料に関する
持続性評価に資する結果でもあるが、今後、その評
価方法を迅速に策定することが求められる。
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	ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
　水素を燃料に用いる次世代の高効率なエネルギー利用システムの実用化にあたっては、多量の水素を安価
に効率よく貯蔵 ・ 輸送 ・ 供給する手段が不可欠である。大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構
（KEK）を中心とする研究グループは、ミュオンスピン回転緩和共鳴 (μSR)と呼ばれる分析を行い、水素化アル
ミニウムナトリウム化合物における水素貯蔵メカニズムと、金属触媒添加による改善効果のメカニズムを解明し、
2008年1月に発表した。より多くの水素を吸蔵できる新たな水素吸蔵材料の開発につながると期待されている。
トピックス 3　ミュオンにより水素吸蔵材料の吸収放出メカニズムを解明
　大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究
機構（以下「KEK」）を中心とする研究グループは、
ミュオン（ミュー粒子）注）を用いたミュオンスピン
回転緩和共鳴（μSR）と呼ばれる分析を行うことで、
次世代の水素吸蔵材料として期待されている水素
化アルミニウムナトリウム化合物の水素貯蔵と、金
属触媒添加による改善メカニズムを解明し、2008
年1月に発表した 1、2）。
　燃料電池自動車などの水素燃料を用いる次世代
の高効率エネルギー利用システム実用化には、多
量の水素を安価に効率よく貯蔵・輸送・供給する
手段が不可欠である。現状は、水素を圧縮・液化
してボンベに蓄えるが 3）、単位体積あたり水素貯
蔵量が限られ、エネルギーロスも大きかった。水
素吸蔵合金で水素を貯蔵する研究も行われてきた
が、重量あたりの水素吸収放出量が小さく（2wt%
程度）、軽量コンパクト化できない等の理由で、実
用化は困難であった。
　代わって近年盛んに研究されているのが、水素
化アルミニウムナトリウム（NaAlH4）のような無
機化合物系水素貯蔵材料である。軽元素の水素化
物に少量の金属触媒を加えて化学結合を制御する
ことで、50 ～100℃の比較的低温で、効率的に多
量の水素を吸収放出（7 ～ 8wt%）できる。実用化
が期待されているが、水素貯蔵メカニズムや、金属
触媒が水素吸蔵能力を改善するメカニズムは、未
解明であった。
　今回 KEK は、ハワイ大学、（独）産業技術総合研
究所と共同で、解明のための実験を行った。まず、
水素化アルミニウムナトリウム化合物に、高エネ
ルギー加速器からミュオン（ミュー粒子）を注入し、
高感度な μSR 分析によって材料構造解析を行う
ことで、水素化アルミニウムナトリウム化合物中
で、水素が保持される水素貯蔵サイトを特定した。
さらに、水素結合によって〔（AlH4）‐H+-(AlH4)〕
のような複合体が形成されると水素放出が妨げら
れること、また、チタン触媒の添加によって、水素
吸収放出のエネルギー障壁が低がり、吸蔵能力が
向上することを解明した。
　この成果は、水素結合が起こりにくい結晶構造
や構成元素選択など、より多くの水素を吸蔵する
新たな水素吸蔵材料開発につながると期待される。
図表1　水素化アルミニウムナトリウムの結晶構造
（C の位置が水素貯蔵サイト、O の位置は拡散可能サイト）
注　ミュオン（ミュー粒子）：陽子の約9分の1、電子の
約 200 倍の質量を持つ素粒子の一種。寿命は約 50 万
分の1秒で、自然界には安定に存在しないが、加速陽
子を黒鉛標的に照射すると発生する。正電荷を持つミュ
オンは物質中で水素と同様に振舞うことから、極めて高
感度の材料構造解析に活用できる。
図表2　ミュオン（右）と水素原子（左）の模式図
出典：参考文献 2）
出典：参考文献 1）
参　考
1)   高エネルギー加速器研究機構プレスリリース
（2008 年 1 月 16 日）：
  http://www.kek.jp/ja/news/press/2008/NaAlH4.html
2)   R. Kadono, et al., “Hydrogen Bonding in Sodium 
Alanate: A Muon Spin Rotation Study”, Phys. Rev. 
Lett. 100, 026401 (2008)
3)   科学技術動向 No.23 2003 年 2 月号「燃料電池自動
車普及の鍵を握る 水素貯蔵材料」
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　ブランド商品や化粧品、医薬品、自動車部品な
どについて、コピー商品と言われる偽造製品の横
行は、世界を市場とする企業にとって共通の問題
となっている。80 兆円に上ると言われる世界の偽
造製品による損害金額の１割を占める偽造薬品は、
製薬会社にとって問題であるだけでなく、安全性
と健康の見地から世界保健機関（WHO）において
も重大な問題として取り上げられている。ホログ
ラムによるシールや RFID による認証なども、決
定的な解決策にはなっていない。
　この解決策として、個々の商品のパッケージに
ついて、人間の指紋に当たるような、コピー不可
能で個別認識可能な情報を取得し、データベース
に保管した情報を店頭などで照合することができ
れば、精度の高い偽造品選別が可能となる。
　ロンドン・インペリアル・カレッジのラッセル・
カウバーン教授らは、レーザー表層認識（Laser 
Surface AuthenticationTM：LASTM）を開発した。
物体の表面にレーザーをあてると散乱によって現
れるスペックルと呼ばれる干渉パターンを、位置に
よる反射率のスペクトルとしてデジタル信号化し、
データベースに保存し、現場で照合によって、商品
の個別認識を行うという技術である。表面の微細構
造に由来するこのパターンは個々の物体によって
異なり、異なった物体に同様の微細構造パターンが
現れる確率は 10-150 程度であり、指紋や血管パター
ンと同様に模造がほとんど不可能である。
　ドイツのバイエル・テクノロジーサービス社は、
カウバーン教授の設立したインジニア社と協力し
て、主として薬品パッケージの個別認証に用いる
ために、LAS による認証システムを、生産（包装）
ラインでの自動認識と店頭などでの照合に用いる
製品認識システム ProteXXionTM として実用化し
た。この認証技術は、製品に対して何らの付加物
（シールや RFID チップなど）を添付したり、新た
に印刷したりする必要が無いことから、工程の追
 ものづくり分野	 TOPICS	 Manufacturing 
　偽造薬品の横行は、製薬会社のみならず、安全性と健康の面から世界保健機関(ＷＨＯ）においても大きな
問題とされている。防止策としてのホログラムのシ ルーやRFIDによる認証も決定的な解決策にはなっていない。
ドイツのバイエル・テクノロジーサービス社は主として薬品パッケージの個別認識に使うために、ロンドン・イ
ンペリアル・カレッジのラッセル・カウバ ンー教授らが開発したレーザー表層認識技術を用いた認証システムを
実用化した。これは、物体表面の個々に異なる微細構造に由来するパター ンを、位置による反射率のスペクト
ルとしてデジタル信号化し、商品の個別認識を行う技術であり、ドイツ連邦教育研究省（BMBF）から優秀な
技術に与えられるヘルメス賞を受賞している。重要書類の認証・パスポ トー・ブランド品や電子部品の偽造判
定などにも応用可能であり、サプライチェー ンの自動認識技術として流通分野でも期待されている。
トピックス 4　レーザー表層認識による製品の個別認証システム
参　考
Buchanan, Cowburn et al. ‘Fingerprinting documents 
and packaging’, Nature 436, 475 (2005)
ht tp : / /www.dig i ta l id forum.com/PubWebFi les/
DigID/7_2006/presentations/Russell_Cowburn.pdf
加が不要で、個別製品の生産コストには影響がな
い、という実用面での優位性を持っている。2007
年 4 月には、ドイツ連邦教育研究省（BMBF）か
ら優秀な技術に与えられる国際賞であるヘルメス
賞を受賞した。
　表層パターンの読み取りは、完全に透明なもの
や反射率の特に高い物体でなければ可能で、紙・
プラスチック・金属・セラミックスなどに適用で
きる。透明なシールで密封されたパッケージなど
については、シールを通して中のパッケージの
表層を読み取ることができる。ProteXXionTM で
は、パターンを読み取る範囲として、幅 10mm 長
さ 60mm の範囲を使用している。また、使用され
ているダイオードレーザーは波長 635nm で出力
1mW である。
　生産（包装）ラインのコンベアでのスキャン速
度は毎秒 4 ｍ、店頭などのハンディ端末での読み
取りは 1 件あたり 1 ～ 4 秒である。読み取られた
パターンは１件あたり 125 バイトから 750 バイト
までのサイズでデータベースに保管される。750
バイトのデータの場合、300 ギガバイトのディス
クに 6 億件のデータを保管できる。情報の照合処
理は、一般的なパソコンでも毎秒1000 万件、高
機能サーバーを用いれば毎秒1億件の照合が可能
である。
　薬品の偽造防止のほか、紙やクレジットカード
の照合も可能であるため、重要書類の認証・パス
ポート・ブランド品・電子部品の偽造判定などに
も応用可能である。サプライチェーンの自動認識
技術として流通分野でも期待されている。
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科学技術動向研究
ソフトウェア・テストの
技術動向と課題
 黒川　利明 　　品川　萬里
● 客員研究官 　　客員研究官
　ソフトウェア・テスト（ソフト
ウェアテストとも表記する）とは、
一般的には、「ソフトウェアに問題
がないかどうかを検査すること」
と受け止められている。その意味
でのソフトウェア・テストは、お
菓子が安全に作られているか、電
池がきちんと性能どおり製造され
ているか、自動車に走行上の問題
が無いか、あるいは飛行機にフラ
イト上の問題が無いか、というよ
うな様々な「もの（製品）」について
のテストと同じに見える。実はこ
れらの製品の検査において、まだ
いろいろな問題が残っていること
が最近明らかになっている。
　一方、ソフトウェアにおいて
は、これらの、目に見える具体的
な製造物とは違った問題を抱えて
いる。それは、不具合の生じる特
定条件が整って問題が顕在化す
るまで、部外者には一切分からな
い、ということである。つまり、
その条件があらかじめテストされ
ていない限り、そのソフトウェア
には問題が無い、とみなされてい
る。極端な言い方をすれば、ソフ
トウェアに起因する事故はソフト
ウェア・テストが不十分であった
ために生じた、と言ってもよい。
　最近のソフトウェアに起因する
事故は、その影響が非常に大き
く、社会問題になったり、大きな
経済損失を招いている例も見られ
る。例えば、2008年 2月8日には、
東京証券取引所の金融派生商品の
先物取引を行う新派生売買システ
ムに障害が発生し、同月12日まで
売買停止が続いた。この障害の原
因は、「サーバー内のメモリーの
初期化エラーで、特定の条件だと
初期化処理が実施されなかった。」
ためと報じられている1)。このシス
テムは2007年10月に稼働予定だっ
たが、稼動前テストの結果、問題
が多数発生したために稼動を 3か
月延期して、2008年1月15日から
稼働し始めたものであった。東京
証券取引所では、2005年 11月に
も、システム障害によって株式取
引が全面停止となる事故が起きて
いる。
　また、2007年には、首都圏の
鉄道の駅に設置された自動改札機
システムで不具合が起きた。これ
については、いろいろな報道や議
論があったが 2～ 5)、例えばＴＶ報
道では、比較的単純なソフトウェ
アのエラ （ー“+offset”という演算
が欠けていた）のため、と説明さ
れている。この場合は、特定の条
件が満たされるまで不具合が発現
しなかったが、一旦、その条件が
生じたときには、該当するすべて
の自動改札機でエラーを生じ、し
かもそれがこの自動改札機が構成
要素となっている首都圏の鉄道シ
ステム全体に影響を及ぼしたため
に、社会的に大きく取り上げられ
るような問題に発展した。そのよ
うな特定条件を含めたテストが実
施されていれば、このようなこと
にはならなかったはずであるが、
実際には、例えば、項目数につい
ては、1千、5千、1万といった個
数についてしかテストせず、事故
が発生したバッファ切り替えの前
後の個数についてのテストは行っ
ていなかったそうである。
　ソフトウェアの肥大化・複雑化
に伴い、テストの重大さが増し
ているが、それに比例してソフ
トウェア・テストの困難さも増し
ている。この課題を解決するため
に、様々な試みがなされるように
なっており、また、ソフトウェア・
テストの最新動向についても報じ
られるようになってきている6)。例
えば、2008年 2月 5日には、Anti-
Malware Testing Standards 
Organization（AMTSO）というセ
キュリティ・ソフトウェア製品の
テストのための団体が結成され
た。これは、マルウェア（悪質なプ
ログラム）の多様化に伴って対策
製品が複雑になり、現行のセキュ
リティ・ソフトウェア製品に対す
るテストでは適切な評価が難しく
なっているため、テスト方法の改善
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ソフトウェア・テストの技術動向と課題
● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●2 ソフトウェア構築全般におけるテストの位置付け　―デバッグとの相違点―
に着手して、実際に採用する標準規
格やガイドラインについても世界
的に告知する活動を行うための組
織である。
　本稿では、ソフトウェア・テス
トの位置付けを示し、特に、最近、
国民の安全・安心に大きく関わる
ようになった「組込システム」と呼
ばれるソフトウェアの技術分野に
おいて、テストがいかに重要かと
いうことを述べる。次に、テスト
技術の現状のうち、特に注目すべ
きものを紹介し、また、ソフトウェ
ア・テスト産業に関わる最近の動
向として、ソフトウェア・テスト
専業企業の出現について述べる。
さらに、ソフトウェア・テストの
抱える最大の課題として、ソフト
ウェア・テスト設計者や技術者の
置かれている状況と、その教育の
現状を論じる。ソフトウェア・テ
スト技術を核とした品質保証産業
の育成や、その前提としてのソフ
トウェア品質に対する評価や制度
の整備、また、一般に分かりやす
くするための工夫についても言及
し、このような取り組みが、長期
に見て、「品質」産業と呼べるよう
な活動につながり得ることを指摘
する。
　ソフトウェア工学の中で、ソフ
トウェア・テストの占める位置は、
これまでは、決して大きいとは言
えなかった。それは、以下に述べ
るようなデバッグ作業との相違点
を認識していなかった、というこ
とに起因していると考えられる。
　ソフトウェアを構成するプログ
ラムが思ったように動かないとい
う困った現象自体は、プログラム
が作られる初期段階から見受け
られる。不具合の生じている個所
をバグと呼ぶことから、そのよう
な不具合を取り除く作業をデバッ
グ（debug）と呼んでいる。ソフト
ウェア・テストは、デバッグに関
係するが、デバッグとは違う独立
した作業として取り扱わなければ
いけない。このことは、ソフトウェ
ア・テストの古典と言われている
Myersの「ソフトウェア・テストの
技法」（1979年出版）でも強調され
ていることの一つである7）。デバッ
グとテストの相違点は、図表 1の
ようにまとめることができる。
　デバッグもテストも品質向上と
いう大きな目標は共通なのだが、
デバッグの目的はプログラムのバ
グを修正することであるのに対し、
テストの目的はシステムを含めた
全体の不具合を発見することであ
る。両者は全く方向性が異なるこ
とに注意しなければならない。
　例えば、プログラム自体にバグ
がなくても、テストで不具合を指
摘されることがあり得る。デバッ
グにおいては、与えられた仕様を
満たすプログラムであるかどうか
が問題になり、テストにおいては
利用者にとっての不都合が問題に
なるからである。
　このことを、ソフトウェア以外
の製品を例に説明しよう。例えば、
「防水」と書かれた製品を、利用者
によっては、海や入浴剤の入った
風呂に持ち込むことがあり得る。
その場合、単なる水に対する防水
機能だけでなく、塩分その他化学
物質に対する耐久性までも要求さ
れる。これらも備えておかないと、
利用者にとっては「防水」とは言え
ないであろう。
　デバッグでの不具合は、多くの
場合、意図したプログラムの論理
構造が実際に書いたプログラムで
実現していないとか、書き間違え
た、ということに起因している。
一方、ソフトウェア・テストが対
象とするシステムの不具合とは、
利用者にとって不都合なこと、危
険なことであり、ソフトウェア・
テストではそれらが生じないかど
うかまで考えなければならない。
図表1　デバッグとソフトウェア・テストの相違点　
科学技術動向研究センターにて作成
デバッグ ソフトウェア・テスト
目　的 バグをなくす 品質リスクを評価して、期待品質を保証する
対　象 プログラム （ソフトウェアを含んだ）システム
作　業 不具合を解消する 不具合を見つける
作業者 プログラマ テスト技術者
開始時点 プログラムを書いた後 テスト計画は、要求仕様の時点から作成
終了時点 （なし＝永遠に続く） テスト担当者の判断
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3  ソフトウェア・テストの現在の定義と内容 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　ソフトウェア・テストとは何かと
いう定義には、現在でも、多少の乱
れが見られる。一般的には、ソフト
ウェア・テストは、ソフトウェアの
品質を評価して保証するためのテ
スト、あるいはソフトウェアに品質
上のリスクが無いことを確認するた
めのテストと定義されている 8）。こ
のような定義でのソフトウェア・テ
ストの活動は、ソフトウェア開発の
上流工程から開始されなければな
らない。
　ソフトウェアのライフサイクルを
規定した規格、JIS X 0160 : 1996
（ソフトウェアライフサイクルプロ
セス）によれば、このテストは、次
の 3つの段階に分かれている 9）。
 (1)  開発プロセスにおける、システ
ム適格性確認テストおよびソ
フトウェア適格性確認テスト
 (2)  運用プロセスにおける、運用テ
スト
 (3)  支援ライフサイクルプロセスに
おいて、その中にテストを含む、
品質保証プロセス、検証プロ
セス、妥当性確認プロセス
　なお、ソフトウェアだけでなく、
システムライフサイクルについて規
定した規格、JIS X 0170においては、
検証プロセスおよび妥当性確認プロ
セスに、ソフトウェア・テストとい
う名前の作業が含まれている 10）。
　科学技術動向 2003年11月号「情
報システム構築の品質・ 信頼性向
上のために -上流工程の”ビシネス
ルール”と要求工学を検討する」11）で
述べたように、システムの品質・信
頼性向上のためには上流工程、あ
るいは（独）情報処理推進機構（IPA）
のソフトウェア・エンジニアリン
グ・センタ （ーSEC）が唱えている超
上流工程 12）での品質活動が欠かせ
ない。上流工程で要求仕様を作成
する段階から、システムが利用者
の要求を満たしているかを、どうテ
ストするのか、どのようにテストす
ることができるのか、というテスト
可能性（testability）を含めて、検討
することが必要である。すなわち、
品質保証プロセスは、上流工程で
の要求の吟味の段階から開始され
るということであり、テスト担当者
は、そのような場面から参画してい
なければならない。
　また、科学技術動向 2004年 9月
号「二つの合理性と日本のソフト
ウェア工学」13）で紹介されたように、
プログラム開発においても、アジャ
イル開発という方法論では、プロ
グラム作成の最初にテスト・プログ
ラムを作る、という方法論が推進
されている。このアジャイル開発
の提唱者の一人である Kent Beck
は、ソフトウェアの開発そのもの
を、テストを中心にして進めるＴest 
Ｄriven Ｄevelopment（TDD）という
方式を提唱している 14）。 さらに、
Hayashiらは、プログラムの開発で
はなく、プログラム開発のための要
求段階でモデルを作る際に、この
TDDを使う方式を提唱している15）。
　もしも高品質なバグの無いソフト
ウェアを作れるならば、ソフトウェ
ア・テストという工程は不必要にな
るという意見も聞かれる。しかし、
第一に、利用者の「要求」というもの
を考慮したときには、要求そのもの
が時間や環境とともに変化するた
め、「不都合が一切無いソフトウェ
ア」などありえない、ということを
認識しなければならない 11）。第二
に、実際問題として、どれほどすぐ
れた開発者を揃えても、不都合や
隠れたバグの無いソフトウェアを作
ることは非常に難しい。したがって、
ソフトウェア・テストは、避けて通
ることのできない工程であるという
ことを理解しなければならない。
　さらに言えば、品質保証あるい
は品質リスクの無いことの確認、と
定義されたソフトウェア・テストで
は、デバッグとは違って、プログラ
ムのあらゆる不都合が無くなること
を期待しない。むしろ、プログラム
に不都合が潜在し、それが発現す
る危険性を考慮に入れて、システ
ム全体が利用者にとって致命的な
危害を及ぼさないように運用され
るよう導く。
　デバッグに関しては、これまで、
不具合のあるプログラムが作成さ
れてしまった原因はプログラマの
能力の未熟にあり、バグのないプ
ログラムを作るためのスキルを高
めることは、プログラマ個人の責
任であると考えられてきた。もし、
ソフトウェア・テストをデバッグ
のための作業であると間違えて解
釈すると、テストはプログラマの
担当となってしまい、それでは、
かえって、バグを見過ごす危険性
を高めてしまうことになる。
　ソフトウェア工学上の経験則と
して、1万行を超えるような膨大
なプログラムにおいては、どこか
にバグが潜んでいて、しかもそれ
が長年の間、見つからないことが
多いものである。デバッグのため
のプログラム改良作業で、さらに
別の（時には致命的な）バグが新た
に生じてしまうことさえある。長
大なプログラムの場合はバグの存
在は不可避であるため、たとえ多
少のバグがあっても、それが大き
な障害とならないようにフェイル
セーフ (fail safe)という観点から
のソフトウェア・テストが極めて
重要なものとなる。
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4  組込システムにおけるソフトウェア・テストの重要性●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
5  ソフトウェア・テスト技術の最近の動向●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　ソフトウェア・テストの重要
性は、特に最近、組込システム
(embedded systems)、あるい
は組込ソフトウェア (embedded 
software)と呼ばれる技術分野で、
認識されるようになった。この技
術分野では、パソコンのOSやワー
ドプロセッサと同じようには、ソ
フトウェアを使っているという意
識を利用者が持たない。これらは
何らかの機械システムの中に埋め
込まれていて、その働きを支える
ソフトウェアが組込ソフトウェア
であり、そのようなシステムを組
込システムという。
　かつてコンピュータが高価で
あった時代には、このような技術
は、特別な場合、例えばアポロ宇
宙船の制御であるとか原子炉の制
御などのようなところにしか使わ
れなかった。ところが、マイクロ
プロセッサの低価格化と普及によ
り、様々な機械の中にマイクロプ
ロセッサが使われるようになり、
それに伴って、組込ソフトウェア
の使用領域も広がった。現在では、
ほとんどの機械製品に組込ソフト
ウェアが使われている。例えば、
すでに乗用車には数十台のマイク
ロプロセッサが使われており、そ
のための組込ソフトウェアのプロ
グラム総量は 1000万行を超える
と言われている 16～ 18）。組込シス
テムは急速に拡大し、今や、我が
国における産業規模は総額で62兆
円、国内総生産比率で12％に達す
る 19）。この報告によれば、組込シ
ステム関連企業の従業員数は 471
万人にのぼり、これは全産業比率
では 9％に当たる。
　産業として無視できない規模を
備えているだけでなく、その品質
が国民生活に重大な影響を与える
という点で、組込システムのソフ
トウェア・テストは重要視されて
いる。組込ソフトウェアの不具合
は、冒頭に述べた自動改札機の不
具合の例でも分かるように、担当
者の予想をはるかに超えて大きな
影響が及ぶことがある。携帯電話
の不具合では、その修正作業だけ
でなく、製品の回収・交換作業を
伴うために、膨大な費用がかかっ
ている。このような実際の例に
よって、組込ソフトウェアのテス
トは、それ以外の企業の情報シス
テムのテストなどよりも、注目を
浴びるようになっている。組込ソ
フトウェアのテストを専業とする
企業も設立され、順調に業績を伸
ばしている。
　組込システムの技術分野では、
設計者がハードウェアとソフト
ウェアと両方について詳しくなけ
ればならない。原因がハードウェ
アとソフトウェアの両方にわたる
可能性があり、テストにおいては、
片方だけを個別にテストして済ま
せるわけにはいかない。
　なお、インターネットの普及と
企業の情報システムが様々な関
係者と連携するという最近の動き
は、組込システムではない従来の
情報システムをも、組込システム
と同じように、社会の様々な分野
まで影響を及ぼしかねない性質を
持つものへと変貌させている。つ
まり、企業システムの組込システ
ム化、とでもいうべき現象が生じ
ている。一企業内のシステムの
問題が、一企業を超えて社会へ広
がってしまう危険性が生じている。
端的な例は、ウィルスソフトの感
染である。現在では、個人あるい
は企業が対策を怠ることによって、
ネットワークにつながったあらゆ
る個人や企業に悪影響を及ぼして
しまう可能性がある。
　ソフトウェア・テストには、こ
れまでの技術開発の蓄積から、い
ろいろな種類がある。これらは、
テストが行われる環境、テストの
対象、テストの目的、テストの手
段、方法などによって分類されて
いる。ここでいう環境とは、ソフ
トウェア開発段階を指す場合もあ
れば、テストの実施方法を指す場
合もある。また、参考文献20～ 22）な
どのソフトウェア・テストの教科
書でも、取り上げられるテストの
種類や呼び名が微妙に異なってい
る場合がある。個別のソフトウェ
ア・テスト技術や技法については、
それらの教科書や参考文献に譲
り、ここでは、最近のいくつかの
動きについて述べる。
５‐１
テストのプロセスと
ソフトウェア開発の
プロセスの連動
　従来のソフトウェア・テストは、
ソフトウェアが開発された後に行
うものとして、図表 2のような V
字モデルで考えられていた。しか
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し、このように、開発が終わってか
らテストするのでは、不具合の修正
が開発の後になってしまう。つまり、
上流段階で生じた不具合が、テスト
の最後に見つかるために、修正の手
間が膨大になるという欠点がある。
　テスト実施の段階においては、闇
雲にテストをして、その結果を集め
ただけでは効果は出ない。日本で開
発されたソフトウェア・テスト手法の
代表例の一つに、HAYST法がある23)。
これは実験計画法に基づいた手法で、
事前に効率的なテストを実施するに
はどうすればよいかを計画することに
よって、効果を出すというものである。
　品質工学においては、「品質の作り
込みは、上流工程で行うべし」と言わ
れている。テストにおいても、この
ような上流工程での取り組みが行わ
れるようになり、最近は、図表３の
ような Wモデルが、従来のV字モデ
ルにとって代わるようになった。
　図表 3の左側の大きな下向きの
2つの矢印の方向は、古典的なソ
フトウェア開発のウォーターフォ
ール開発、すなわち、科学技術動
向 2006年 10月号「情報通信技術
と「思想」‐科学技術の能力として
の「思想」‐」24)で述べられているよ
うな線形的な開発に沿ったもので
あるが、そのそれぞれの段階で両
方向の矢印（←→）が示している
ようなテスト開発が行われる。ま
た、開発が全て終わってからソフ
トウェア・テストが始まるのでは
なく、開発を始める前の要求を定
める段階から、システム・テスト
設計を行う。要求項目がテストで
確認できる特性を備えているかど
うかというテスト可能性の検討を
含めて、破線の矢印で指されてい
るような、最終的なシステム・テ
ストの設計を行うのである。シス
テム・テスト自体は、従来の V字
モデルと同様に最終工程で行われ
るが、その設計は上流工程から行わ
れる点が従来方式とは異なる。
　Wモデルは、単体プログラムの
開発段階では、アジャイル開発手
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図表 3　開発とテストのWモデル（最近のモデル）
図表 2　開発とテストのV字モデル（従来のモデル）
法と同じように、プログラム設計
に並行してテスト・プログラムを
作成する。ただし、アジャイル法
では、プログラムを作るプログラ
マがテストを考えるが、Wモデル
では、プログラマではなくテスト
技術者がテストを作成する、とい
う点が異なる。すなわち、テスト
という視点からプログラム作成を
とらえる、ということになる。
　本来、テストが必要でない程の
特別品質のソフトウェアが最初か
ら作られるのが理想的であるとい
う考えもある。しかし、どのよう
な製品やシステムでも、テストが
不要になることは、将来的にもあ
り得ないと思われる。組み込まれ
たシステムの機能の高度化などの
要求により、ソフトウェアがます
ます複雑化し、巨大化している状
況にあっては、製品やシステムの
利用に関して全ての場合を事前に
網羅的に考え、あらゆる場合を想
定した完全なプログラムを作るの
は不可能である。そこで、リスク
マネジメントのために、でき上が
りつつある、あるいはまた、でき上
がったソフトウェアを実際に動か
してテストし、そのような予想外
の状況に対して、どの程度製品や
システムが安全に動作するか確認
することの重要性は極めて大きい。
　ここで、「開発に際しては、テ
ストを考える」という原則を、「開発
の前に、テストを作り、そのテスト
を通せるように開発を進める」と言
科学技術動向研究センターにて作成
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い換えるならば、3章で述べたＴＤＤ
というテスト駆動開発の方法論の枠
組みに当てはめることができる。
　目に見えないソフトウェアの開発
においては、このようなテスト可能
性の追求やテスト駆動の方法論が特
に有効である。また、これらは、法
律や制度のような広い意味のソフト
ウェアにおいても有用であろう。現
在、多くの技術分野で進められてい
る「見える化」や「達成度評価」など
において、テストできるかどうかが
一つの指針になってきていることは、
その証左と考えることもできるだろ
う。
 ５‐２
静的テストの重視
　
　ソフトウェア・テストには、動的
テストと静的テストがある。動的テ
ストとは、プログラムを実行して結
果を解析するテストである。一方、
静的テストとは、プログラムを実行
しないでプログラムテキストの解析
などでテストを行うものである。
　ソフトウェア工学の体系をま
とめた“Guide to the Software 
Engineering Body of Knowledge”25)
に書かれている「テスト」とは、基本
的に実際に動作させて判定する動的
なもの、とされており、この本では
静的テストは検証（Verification and 
Validation）に含まれている。しかし、
それ以外の多くのソフトウェア・テ
ストの教科書では、静的テストもテ
ストの一部として解説されている。
　静的テストは、「レビュー」「イン
スペクション」というような人の目
による検査とともに、「メトリクス」
「コーディング規則違反検査」「静的
解析」などといったコンピュータを
使った分析やデータ処理なども含
む。静的テストは、その分野の知識
を備えた専門家でないと実施できな
いため敷居は高いが、開発部隊へ迅
速なフィードバックができる、とい
う効果がある。すなわち、開発に係
る人員の能力を含めた開発の体質そ
のものを高める上で効果がある。
　システム開発の品質向上では、上
流工程での品質確保が必要であり、
より有効である 11）。同じことがソフ
トウェア・テストにおいても言える。
設計段階でのテスト、特に、時間的
にきわどい状況での試験技術とし
て、モデル・チェッキング（モデル
検査）という技法が注目を集めてい
る 26）。モデル・チェッキングは、ソ
フトウェアそのものをテストするの
ではなく、ソフトウェアを含めたシ
ステムを状態遷移機械として表現し
たときに、その時間的な遷移関係と、
このシステムが満たすべき性質を時
制論理式で表現して、これを検証器
（verifier）を使って検証するもので
ある（モデル・チェッキングをソフ
トウェア・テスト技術に含めること
が適当かどうかについては異論もあ
る。多くの教科書では、モデル・チ
ェッキングまでは含まれていないこ
とが多い。）。この技術分野は、自動
定理証明という機械証明技術として
長い歴史があるが、最近では各種の
ツールが開発され、実際に有効な結
果を出している。よく使われている
ツールには SPINなどがある27）。
５‐３　
ソフトウェア・テストの
自動化
　一般に、ソフトウェア・テスト
は、ソフトウェアの規模が大きく
なると指数関数的に作業量が増え
る。それは、複数の条件が重なっ
た場合のテスト個数の増大を考え
れば容易に想像がつく。そこで、
テストを自動化して、人間の作業
量を減らし、同時にテスト作業の
高品質化あるいは高能率化を図ろ
うという考えが自然と出てくる。
　ソフトウェア・テストの自動化
には、次のような種類がある。
　インターネット上の負荷テスト
など入力負荷の自動生成
　 TTCN-3などテスト・スクリプ
ト言語によるテストの自動化
　 UTP（UML Testing Profile）など
によるテストケースの自動生成
　一方、特にツールに頼った自動
化の導入には批判もある 28）。これ
には、場当たり的な自動化やテス
ト・ツールの導入が、必ずしも予
期した成果を上げていないという
背景がある。自動化が成功するた
めには、熟練した技術者の養成など
それなりの準備が必要であり、成果
を出すための工夫が必要となる。
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　ソフトウェア・テストの重要性
への認識が増すとともに、テスト
作業を外部に委託する企業も出て
きている。その主な理由としては、
1）テストに伴う作業コストを低減
するため、2）比較的短時間に作業
量が集中することから、その人員
調節のため、3）社内よりも外部の
ほうがテストの専門知識が高いた
め、などが挙げられる。
　特に、最近の組込システムにお
いては、テスト作業が膨大な量に
上ることから、外注への依存度が
高まっている。このような背景の
もとで、2005年に IT検証産業協
会 (IVIA) 29）が発足し、2008年3
月末現在で 47社が加盟している。
IVIAは技術部会、標準化部会、教
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　高度な IT人材の必要性は、こ
こ 2、3年、いろいろな場で議論さ
れている。しかし、ソフトウェア・
テストのための人材までは、まだ
言及されていない18）。
　元より、ソフトウェア・テスト
の専門家の必要性は、関係者の間
では長らく議論されてきたことで
ある。しかし、ソフトウェア・テ
ストの専門家を、大学などの専門
課程で養成しようという試みは、
まだ行われていないようである。
少なくとも、1999年に原著が発
行された参考文献 30）においては、
大学でソフトウェア・テストを専
門に学んできた学生はいないし、
今後とも望みがない、と述べられ
ている。
　我が国では、前述したテスト専
業企業の団体である IVIAあるい
はいくつかの NPO法人が、ソフ
トウェア・テストの人材育成や
ソフトウェア・テスト技能に関し
て、基準認定を提供してきた。代
表的なものは、2006年4月に設立
された NPO法人 Association of 
Software Test EngineeRing：ソ
フトウェアテスト技術振興協会
(ASTER)である。ASTERは、毎
年、JaSSTというソフトウェアテ
ストシンポジウムを開催して、ソ
フトウェア・テストに従事してい
る人々の教育を啓発する、という
活動を続けている。
　国際的には、Internat ional 
Software Testing Qualifications 
Board (ISTQB)という組織があ
り、ソフトウェア・テスト技術者
の技能認定を支援している 31）。そ
のウェブサイトによれば、2008年
2月現在で、日本を含めた39の国
および地域が参加している。日本
でも、Japan Software Testing 
Qualifications Board(JSTQB)と
いう ISTQBの下部組織が作られ
て、テスト技術者の資格認定を行
っている 32）。JSTQBのサイトに
は、ISTQBに参加している20の国
および地域の資格取得者数が掲載
されている。それによれば、全世
界総計で約2万4千人の有資格者が
おり、日本にも千人以上の有資格
者がいることがわかる。（独）情報
処理開発機構（IPA）は、ITSS（IT
スキル標準）および ETSS（組込
ソフトウェアスキル標準）を策定
している。ITSSは、「各種 IT関連
サービスの提供に必要とされる能
力を明確化・体系化した指標であ
り、産学におけるITサービス・プ
ロフェッショナルの教育・訓練等
に有用な「ものさし」（共通枠組）
を提供しようとする」ものであり、
ETSSは、「組込みソフトウェア
開発力強化を目的とし、組込みソ
フトウェア開発に関する、最適な
育・研修部会、アライアンス部会
などを作り、特に検証技術者の
技術認定制度に力を入れている。
IVIAによれば、現時点ですでに、
テスト業界の人数は千人規模、売
上げも千億円規模であり、この産
業は確実に成長しているというこ
とである。
　ソフトウェア開発全般にも言え
ることだが、我が国においては、
一般に、大企業の中のテスト技術
者の質の方が高く、専業ではあっ
ても中小企業のテスト技術者は質
が劣ると考えられている。しかし、
大きな組織においては、テストと
いう作業は、企画・開発・生産・
販売というような活動に比べれば
副次的なものとみなされがちであ
り、テスト作業者は新人あるいは
余剰人員などで十分であると考え
られることが多い。さらには、開
発の遅れを取り戻すために、テス
ト作業の日数を大幅に削減するこ
となども行われており、本来的な
テスト作業の充実よりも、組織の
都合の方が優先されるという歪み
が生じやすい。
　ソフトウェア・テストに特化し
た企業は、日本だけではなく、ソ
フトウェア産業が主要産業とな
っているインドなどの国において
も生じている。例えば、STAG 
Softwareというテスト専業のイ
ンド企業が日本や米国に事務所
を構えて活動している。インドの
最大のソフトウェア企業である
インフォシス社（Infosys）では、
Independent Validation Center 
（IVC） という 3千人規模の独立組
織を社内に設立しており、これが
急速に成長している。IVCは、社
内でのソフトウェア開発について
も、テストを請け負うため、いわ
ゆる Chinese Wallを設置した独
立組織という形態をとっている。
　このようなソフトウェア・テス
ト専業の会社や組織の増加は、ソ
フトウェアの利用量が増えて、そ
れらの顧客となっている企業側で
は、そのための人員を手当てでき
ないという事情によっている。ま
た、ソフトウェアの複雑さが増大
する一方で新技術が次々と導入さ
れる状況では、テストという作業
は、専業企業や組織に任せるほう
が、コスト・期間・品質のそれぞ
れにおいて安心できる、という顧
客側の意識の変化も見られる。イ
ンフォシス社 IVCでは、要求仕様・
開発期間や工数・予想結果までを
評価できるだけの知識ベースを構
築することができる。
　専業であれば、多くの実績に基づ
く経験を生かすことが可能となり、
そのノウハウは利用者にとっても貴
重な価値を持つものとなり得る。
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人材育成や人材の有効活用を実現
するための指標や仕組みを規定す
る」ものとなっている。
　2002年に初版が制定された
ITSSでは、ITスペシャリストとい
う職種が必要とする各種の技術の
うち、システム・データベース・
ネットワーク・その他の機能構築
といったスキル項目で、「テスト
技法」という項目が挙げられてい
る。また、アプリケーションスペ
シャリストという職種が必要とす
る方法論のうち、ソフトウェアエ
ンジニアリングというスキル項目
でも、「テスト技法」という項目
が挙げられている。しかし、まだ、
テストスペシャリストという職種
は設けられていない。コンサルタ
ントや ITアーキテクトという職種
においては、「テスト技法」とい
う項目は無いが、細目として、各
種のテストに関する項目が挙げら
れている。
　一方、2005年に初版が制定さ
れた ETSSでは、組込ソフトウェ
アでは、テストエンジニアの重要
性がより高く、職種として、テス
トエンジニアが取り上げられてお
り、テストエンジニアに必要なス
キルが規定されている。
　学校法人電子学園 日本電子専
門学校では、ソフトウェア・テス
ト分野への人材の需要の増加にこ
たえるため、2008年 4月より、ソ
フトウェアテストデザイン科を新
設した。この学科では、テストエ
ンジニアリングという科目を中心
にして、専門家を 2年間で養成す
るカリキュラムを作成している。
ウェブサイトによれば、その内容
は、テスト技法・テスト環境作成
技法・テスト管理技法・性能評価
技法・品質管理概論・発想法・組
込みシステム概論・事例研究など
からなっている。テストを行う前
提となるコンピュータ・プログラ
ミング・ネットワークなども必修
科目となっている。すでに、卒業
生を欲しいという企業が多くあ
り、卒業生は就職先についての心
配は要らない。しかし、高校生が
「テスト」という言葉に対して好
印象を持ってくれるかどうかにつ
いては心配されている。
　海外の教育に目を向ければ、例
えば、インドの IT企業は社員教育
に非常に力を入れていることで有
名である。前章で紹介したインフ
ォシス社 IVCにおける人材教育で
は、テスト技能だけでなく、技術・
品質・プロセス・個別アプリケー
ション領域、さらにはリーダーシ
ップ・コミュニケーション能力と
いった行動能力まで備えた人材育
成を目指している。その一方で、
キャリアとしては、テスト担当取
締役まで昇進する可能性を与えて
いる。
　製品テストは、単なる製品の試
用ではない。テストを行うには、
それなりの専門知識がいる。テス
ト技術者がきちんとしたテストを
行うためには、その製品の位置付
け・戦略・価値などを正しく理解
しなければならない。ソフトウェ
ア・システムにおいては、それは、
組織の位置づけ・戦略・価値など
を理解するということと等しい。
すなわち、これは、テスト設計者
が経営層の持つ問題意識を共有す
る、ということに他ならない。
　その意味で、ソフトウェア産業
においては、テストをリードする
人材は非常に貴重な人材であり、
単純にテストという作業だけを任
せるのが適切なのかという議論も
出てくるはずである。テストに関
係する人材は、言わば「組織の品
質」を保証し、品質に関するリス
クを評価するという大きな役目を
担うことになる。
　こういったことから、今後は、大学
および大学院も含めた高等教育の
場においても、テスト人材の育成が
必要となるだろうし、企業などの
組織においても、テスト人材の処
遇を高める必要があると思われる。
8  ソフトウェアのリスクマネジメントとその発展性● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　ソフトウェア・テストの担当者
は、個別のテスト技術を身に付け
ているだけでなく、品質上の不具
合を発生させないように、開発担
当者と対等の話ができるような交
渉技術も必要である。そればかり
か、リスクマネジメントという観
点では、システムを使う利用者や
社会における不便や影響を考慮
できる経営的な能力も要求される
ようになっている。それにも関わ
らず、テストをするという作業そ
のものは初心者でもできるという
感覚から、闇雲にテストを行って、
それで事足れり、という風潮がい
まだに残っているのが現実である。
　ソフトウェアは今後さらに複雑
になり、世界中で相互に依存する
ようになっていくため、ソフトウ
ェア・テストの技術がいくら進歩
しても、重大なソフトウェア事故
が生じる懸念は消えることが無い
だろう。このようなソフトウェア
におけるリスクマネジメントの重
要性を考えれば、この問題に対す
る社会的・制度的な枠組み作りも
必要となる。これは、昨今の内部
統制の必要性に対する認識とも軌
を一にするものである 33～ 38）。そ
こで、ソフトウェアのリスクマネ
ジメントに関してより広く考え、
次のような提言をしたい。
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８‐１
事故調査委員会の設置に
よる経験知の共有
　社会的に影響のあるソフトウェ
ア ･ システムで事故が起こった場
合には、例えば、航空機や鉄道の事
故のために設置されている航空 ･ 鉄
道事故調査委員会のような第三者
機関によって、ソフトウェア・シ
ステムを徹底的に解析し、同様の
事故を起こさないように、社会と
して学習できる仕組みが必要であ
る。このような委員会の設置方法
には、受発注者共同型 (型で例え
るならば、医局コンファレンス型)、
当事者を含まない公平な外部組織
（例えば、日本学術会議の情報学
委員会あるいは（社）情報処理学会
などの関係学会）などが考えられ
る。そのミッションは責任追及で
はなく、あくまで事故解析・分析
に限定することが肝要である。な
お、現在、政府など公的機関のシ
ステム発注では、工程段階ごとの
分割発注が多い。このため、完成
後に事故が発生すると、関係者が
多岐にわたるという問題がある。
このようなソフトウェアでは、一
括発注の場合とは異なる調査分析
上の工夫も必要となる。
８‐２
第三者機関による
ソフトウェア ･テストの監査
　社会的に影響のあるソフトウェ
ア ･ システムには、発注者および
受注者以外の外部の第三者を含
めたテスト監査が必要と考えられ
る。社会的に影響のあるソフトウ
ェア ･ システムを構築した場合に
は、外部の第三者機関にテストを
監査してもらい、その結果を第三
者機関が保管することにより、不
都合が生じた場合に速やかに問題
解決に取り組めるような仕組みが
必要ではないだろうか。このよう
な第三者機関には、ソフトウェア ･
テストの部分を含めて、総合的な
品質評価とリスクマネジメントが
評価できる能力が求められる。
８‐３
法制度の整備
　現在の製造物責任（PL）法の制度
は、ソフトウェアには適用されな
い。しかし、PL法の適用を望む声
もあり、組込システムの場合には、
ハードウェアとソフトウェアとが
複雑に絡み合って事故に至る可能
性もあるので、ソフトウェアに対
しても製造責任を問う法制度の整
備が行われる可能性がある。その
場合には、現行のソフトウェアラ
イセンス条項（End User License 
Agreement,EULA）におけるよう
な、全面的な製造者免責条項をど
う取り扱うかを含めて、事故被害
の最小化を目的とした整備が望ま
れる。特に、ハードウェアと異なる
ソフトウェアの特殊性、すなわち、
使用者あるいは外部者による改変
をどう取り扱うか、技術開発を推
進しながら、想定される被害をどう
抑えるかなどの課題を解決してい
かなければならない。
８‐４
用語・記述・表現の研究
および基本知識の普及
　ソフトウェアの事故や問題は、
ともするとソフトウェアの専門家
のみの問題であるとして、組織全
体で扱われないことが多い。こ
のことがソフトウェア品質の放置
につながっていると思われる。こ
のような事態を改善し、いわゆる
e-Japan戦略の成果を国民すべて
のものにするために、この技術分
野の用語・記述・表現法などの研
究を進め、ソフトウェアの事故や
問題を一般の人や組織の長に分か
りやすく説明できるものにする努
力が必要である。また、それらを
一般に教育し、普及啓蒙していく
活動も必要である。
　このような取り組みは、長期的
に見れば、日本製品を含めた日本
のシステムの品質を見直し、品質
に関わる作業を企業内部の活動に
とどめず、広く世の中に提供でき
る活動、いわば、「品質の産業化」
とでも呼べるような活動にまで高
める可能性を秘めている。ソフト
ウェア・テストをこのような品質
産業という文脈に置いて考えるな
らば、ソフトウェア・テスト技術
の研究開発や、ソフトウェア・テ
ストの研究者・設計者・技術者・
管理者の養成という投資は、日本
の産業競争力を強化するだけでな
く、新たな知的産業を創造し、日
本のみならず世界の安全・安心に
寄与できる可能性につながるだろ
う。
　ソフトウェア・テストは、従来
から、ソフトウェア開発における
最終工程として行われていたが、
ともすれば、プログラムの問題点
を解消する作業であるデバッグと
混同されてきた。しかし、最近に
なって、リスクマネジメントとし
て、あるいは、品質保証活動の一
環としてのソフトウェア・テスト
9  おわりに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
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が強く意識されるようになった。
　それは、ソフトウェアを組み込
んだシステムが広く使われるよう
になり、想定外の使われ方による
トラブルも頻発して、場合によっ
ては、我々の日常生活にまで深刻
な影響を及ぼすようになったから
である。このような問題は、単な
るデバッグ（あるいは、デバッグ
のみで済むという認識）では解決
できず、システム内外で様々なケ
ースを想定したソフトウェア・テ
ストが行われなければ解決できな
い。品質の良い信頼性の高いソフ
トウェアを作るために技術開発や
制度・環境を整備することと同時
に、ソフトウェア・テストの技術
開発や専門家の養成、さらにその
制度や環境を整えることが、どう
しても欠かせない要素になる。実
際に、ソフトウェア・テストの重
要性とその困難さから、ソフトウ
ェア・テストを専業とする企業が
新たに生まれており、このような
産業は確実に発展している。
　これらはソフトウェアの「品質
の産業化」であり、ソフトウェア・
テストの研究者・ 設計者・ 技術
者・管理者の養成という投資は、
日本の産業競争力を強化するだけ
でなく、安全・安心に寄与できる
新たな知的産業を創造しうるとい
うことを強調しておきたい。
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科学技術動向研究
米国商務省のイノベーション計測に
向けたイニシアティブ
 　　　　　　　　　　　　渡辺　康正
● ●●●●●●●●●●●●●第3 調査研究グループ
　2008年 1月 18日、米国商務省
（DOC）は「イノベーション計測－
米国経済におけるイノベーション
の状況を追跡する」（“Innovation 
Measurement-Tracking the 
Sta te  of  Innovat ion in  the 
American Economy”）1)と題し
た報告書を公表した。この検討
は、①「イノベーションは経済の
駆動力であり、適切な政策に向け
て、政策決定者や国民がイノベー
ションの経済成長や生産性へのイ
ンパクトをよりよく理解すること
が必要である」2)との政府の認識の
下になされた。また、②有力なイ
ノベーションや経済の研究者はも
とより産業界の有力者も参画した
トップダウンのイニシアティブで
ある。さらに、③イノベーション
計測に向け、DOCにとどまらず政
府横断的な取り組みを求め、民間、
学界にも取り組みを求めた報告で
ある、といった特徴を有している。
　我が国の第3期科学技術基本計
画においても、方向性の一つとし
て、科学技術に基づくイノベー
ションの創出を通じた社会・国民
への成果の還元を打ち出してい
る。基本計画を受けた「イノベー
ション創出総合戦略」ではイノ
ベーションの効果を把握し、それ
らを政策評価・立案へ反映させて
いこうとしている。
　したがって、上記の米国の取り
組み、すなわち、イノベーション
の計測を行い政策に反映しようと
いう省庁横断的な米国の取り組み
は、今後、我が国にも示唆を与え
るものであると考えられる。
　本稿では、こうした観点から、
今回の DOC報告書に至る背景と
してのイノベーション政策とイノ
ベーション計測の動向、および報
告書の概要を紹介する。
2  イノベーション政策とイノベーション計測の動向 3)● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　近年、経済のグローバリゼー
ションの進展と BRICsなど新興
国の台頭、これらに伴う国際競争
の激化を背景に、米・欧・日をは
じめ各国・地域においてイノベー
ション重視の政策が顕著となって
いる。経済成長と国際競争力の源
泉を「イノベーション」に求め、国
として戦略的にイノベーションの
推進を図ろうという動きである。
　 米 国 で は 、“ I n n o v a t e 
America”（通称、パルミサー
ノ報告）、“Rising Above the 
Gathering Storm”（全米科学ア
カデミー報告）、「全米競争力イ
ニシアティブ」、2007年 8月に制
定された“America COMPETES 
Act”（米国競争力法）などがその
例である。また、欧州では「リス
ボン・新リスボン戦略」が、我が
国では「第 3期科学技術基本計画」、
「イノベーション創出総合戦略」、
「イノベーション 25」、そして 4月
10日に中間とりまとめが発表され
た「革新的技術戦略」などが、その
例として挙げられる。
　これらとともに、イノベーショ
ンの効果を計測し、政策に役立て
ようという動きも顕著になってい
る。科学技術指標については、従
来から、全米科学財団（NSF）や経
済協力開発機構（OECD）などで作
成が進められ、我が国でも科学技
術政策研究所において取りまとめ
られてきた。一方、イノベーショ
ンについては、OECDが企業を中
心としたイノベーション活動に関
するデータを収集・解釈するため
の「オスロ・マニュアル」を公表し、
科 学 技 術 動 向　2008年 4月号
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■ 用 語 説 明 ■
これに基づいて欧州では「欧州イ
ノベーション調査」がすでに 4回行
われてきている。
　しかし米国では、近年、従来の
取り組みに飽きたらず、変化のス
ピードが速い経済社会のダイナミ
ズムを捉えたエビデンスに基づい
た科学技術政策やイノベーション
政策の立案や推進のために、さら
に大きなイニシアティブが進めら
れようとしている。その一つが、
マーバーガー大統領補佐官（科学
技術担当）の提唱に基づいて NSF
が進めている「科学・イノベーショ
ン政策のための科学」（“Science 
of  Sc ience and Innovat ion 
Policy”：SciSIP）注）であり、もう
一つが、DOCが検討を進めてきた
「イノベーション計測」である。
米国のイノベーションの計測に関する諮問委員会　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　3
　前述の米国の 2つの取り組みの
うち、DOCによるイノベーション
の計測に関する検討は、次のよう
な認識のもとで進められてきたも
のである。
1)　米国経済の活力にとってイ
ノベーションは重要であり、
イノベーションが生産性と
経済成長に及ぼすインパク
トについて理解することが
重要である。
2)　イノベーションがどのよう
に経済に寄与するかをより
良く理解することは、継続
的な成長と繁栄に向けた政
策の立案に役立つ。
　2006年 8月 4日には、グテイエ
レツ商務長官自らが、「21世紀経
済におけるイノベーションの計測
に関する諮問委員会」と、これに
対応した省内タスク・フォースの
設置を発表した。この諮問委員会
は、カール・シュラム氏（ユーイ
ング・マリオン・カウフマン財団
会長・CEO）を座長に、  Ｓ.Ｊ.パル
ミサーノ氏（IBM社会長・CEO）、
Ｓ．バルマー氏（マイクロソフト
社 CEO）、Ｇ．バックレー氏（3M
社 CEO）、Ｄ．Ｗ．ジョルゲンソン
教授（ハーバード大）など、産学の
リーダー 15名から構成されてい
る。諮問委員会は 2007年 2月か
ら会合を重ね、2008年 1月 18日
に報告書を公表した。この報告書
が「イノベーション計測－米国経
済におけるイノベーションの状況
を追跡する」である。
報告書「イノベーション計測－米国経済における
イノベーションの状況を追跡する」の概要●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　4
　報告書によれば、諮問委員会は
まず、イノベーションを以下のよ
うに定義した。
[イノベーションとは ]
　顧客に対する新たな価値と企業
に対する利益を創出することを目
的とした、新たなあるいは改良さ
れた製品・サービス・プロセス・
システム・組織構造、あるいはビ
ジネスモデルの設計・発明・開発
及び／または実施
注　「科学・イノベーション政策のための科学」（“Science of Science and Innovation Policy”：SciSIP）：
NSFのSciSIPでは、
①SciSIPのフレームワーク作りに向けたワークショップ
②科学技術・イノベーション関連研究への競争的ファンディング（科学と技術イノベーションの関係の理論的・概念的
　モデル化、科学技術への投資の効果の計量経済的評価ツールの開発、定性的評価ツールの開発、計量書誌学的分析ツー
　ルの開発等）
③科学技術・イノベーション関連データの開発（研究開発・イノベーションに関する企業単位、事業単位のデータ、研究
　開発資金源とイノベーション活動に関するデータ、関連人材データ、知的資産の推計、科学・技術とイノベーション活
　動の社会的効果に関するデータ）
④データマイニングなどの情報科学の手法とスーパーコンピューターを組み合わせてデータ収集・モデル化解析基盤を
　構築するとともに、多くの分野の研究者を結集させた取り組み（機関を超えた研究者の結集によるバーチャルな研究組
　織の構築をNSFではCo laboratoriesと呼んでいる）
　などを行っている。NSFによるSciSIPの2008会計年度公募については、参考文献4)および以下を参照。
　(http://www.nsf.gov/funding/pgm_summ.jsp?pims_id=501084&org=SBE&sel_org=SBE&from=fund)
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　ここで注目すべき点としては、
科学技術に基づく製品・サービス・
プロセスの創造や改良といった
「技術革新」はもとより、新たなシ
ステム・組織構造・ビジネスモデル
の開発・実施といった、新たな価値
を生み出す活動全般を幅広く視野
に入れていることが挙げられる。
　その上で諮問委員会は、従来
から把握されてきたイノベーショ
ンのインプットだけでなく、イノ
ベーションの成果（アウトカム）を
追跡し、イノベーションの経済効
果を測定する必要がある、として
検討を進めてきた。
　これらを経て諮問委員会がと
りまとめた報告は、まず、イノ
ベーションに関するデータの収集
は、企業が自らのイノベーティブ
な活動の効果を評価する方法に
沿って行われるべきである、法規
制の効果の計測も考慮すべきであ
る、イノベーションの指標は、事
業所、企業、産業、国、国際、ま
た、できれば地域レベルでの分析
が可能とすべきである、等の 6点
の実施指針を挙げた上で、以下に
述べるような「イノベーションの
計測のため政府が取り組むべきこ
と」、「イノベーションの計測に産
業界はいかに貢献できるか」、「イ
ノベーションの計測に必要とされ
る研究」を勧告している。そして、
「勧告の実施は、我が国が、経済
に与えるイノベーションのインパ
クトを効果的に計測することに
大いに貢献するであろうし、イノ
ベーションの理解とより良い政策
の策定に必須である。委員会は政
府、産業界、研究者が協働してイ
ノベーションの理解と計測の向上
に取り組むことを求める。」と結ん
でいる。
４‐１
イノベーションの計測のため
政府が取り組むべきこと
　報告書は政府に対し、イノベー
ション計測の重点化に向けた政府
各部局の協調、既存の政府デー
タの構造の改善、新たなより良い
データの収集、官庁統計間のリン
ケージの改善とデータ共有・同期
化を求めている。特に政府が取り
組むべき中心事項は、「国家経済
におけるイノベーションの特定・
計測のためのより強固な枠組み
の構築」であるとし、具体的には、
以下を推奨している。
1)  「産業レベルでの年次全要
素生産性計測の開発」：国
民 所 得 生 産 勘 定（ N I PA：
National Income and Product 
Accounts）に他の政府統計
データを統合し、より一貫
性のある勘定体系を再構築
することにより、経済成長
へのイノベーションの寄与
の一貫した推計を可能とす
ること
2) 「国民所得生産勘定における
イノベーション補助勘定の
創設」：イノベーションへの
投入要素の範囲を拡大し、
これらの投入要素の産業間
のフローの追跡を可能とす
ること
3) 「サービス産業に関するデー
タの改善」
4) 「無形資産 (intangibles)の計測
方法の改善」
　このほか政府が取り組むべき
こととして、政府統計の既存デー
タの一層の活用、より一層のイノ
ベーション研究のためのデータア
クセスの改善、商務省によるワー
クショップやフォーラムの開催を
通じたイノベーションの推進、阻
害および実現要因の検討、イノベー
ションの計測・分析に関連した国
際的な対話への継続的な参加によ
る米国の取り組みの国際的な比較
性の可能な限りの確保、データ収
集とイノベーション推進要因に関
する今後の分析作業を踏まえたナ
ショナル・イノベーション指標の
開発の検討なども挙げている。そ
して、最後に、これらの勧告の実施
に必要な予算措置を求めている。
４‐２
イノベーションの計測に
産業界はいかに
貢献できるか
　報告書は、イノベーションの計
測は企業との協働プロセスでなく
てはならず、産業界は多くの点で
イノベーションの計測の向上に貢
献し、これを推進することが可能
である、と述べている。そして産
業界に対しては、特に、企業およ
び産業レベルでイノベーション指
標を作成・拡張・実施し、イノベー
ション計測に向けたベストプラク
ティスを開発することや、イノベー
ション研究に参加し、必要に応じ
てイノベーション関連情報を研究
者に提供することを求めている。
４‐３
イノベーションの計測に
必要とされる研究
　報告書は、近年イノベーション
に関する理解が深まってきたとは
いえ、イノベーションとその計測
については、更に多くの理解が必
要であるとし、政府、産業界、学
会に一層のイノベーション研究を
求めている。
　特に探求を勧告している研究領
域は以下である。
1) 「イノベーションのアウトカ
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ムの計測」：市場シェアに基
づくイノベーション計測の有
効性、イノベーションの強度
の計測のための他国の先行
事例調査とパイロットプロ
ジェクトの実施、特定のイ
ノベーションの推進、阻害
および実現要因のインパク
トの定性的・定量的分析など
2) 「不足しているイノベーショ
ンデータの特定と取得方法
の検討」：イノベーション計
測に効果的なデータの特定、
知財取引関係データの活用
可能性、無形資産への投資
の測定手法など
3) 「イノベーション活動と協力
関係、イノベーションのパ
フォーマンス、企業業績の
関係の分析」：イノベーショ
ンと雇用、イノベーション
強度と企業業績、協力関係
とイノベーションの成果、
企業のイノベーション活動
の国際比較、企業データの
分析によるイノベーティブ
な活動や企業の特定、長期
のデータに基づくビジネス
のダイナミクスとイノベー
ションの関係の分析、異な
る規制環境下での企業のイ
ノベーションパフォーマン
スの比較など
5  結び ● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　以上、米国におけるイノベー
ションの計測に関連する2つの新
しいイニシアティブ、すなわち、
マーバーガー補佐官の提唱に基づ
く NSFの SciSIPと米国 DOCの下
で検討が進められてきたイノベー
ション計測に関する取り組みのう
ち、後者の概要を報告した。本稿
を結ぶにあたり、両者の関係につ
いても言及しておきたい。
　NSFの SciS IPでは、ワーク
ショップを開催するとともに、す
でに 2回にわたりファンディング
が公募され、研究面からの貢献が
進められようとしている 4) 。特に
研究開発関連の指標の整備が期待
されている NSFは、これら SciSIP
の成果を 2010年に公表される「科
学・工学指標」に反映したいとし
ている5)。また、イノベーション計
測の柱の一つとして挙げられてい
る無形資産の推計については、す
でに、DOCの経済分析局（BEA：
Bureau of Economic Analysis）
が NSFとの協力により「研究開発
サテライト・アカウント」の推計を
実施しており、2007年秋には、「研
究開発支出を無形資産を形成する
投資とみなせば 1959年から 2004
年にかけての名目 GDPは毎年約
3％高かったと推計される」、との
報告もなされている6)。
　NSFと DOCの 2つのイニシア
ティブは、イノベーションの経済
的効果を明らかにし、今後の政策
立案に貢献する、という共通の目
的の下、NSFを中心とした大規
模な研究ファンディングや新たな
科学技術指標の整備と、DOCの
BEAを中心とした経済統計の整備
という役割分担と相互の連携によ
り進められようとしている。イノ
ベーション計測に向けた省庁を超
えた連携による取り組みの例とし
て、引き続きこれらイニシアティ
ブの動向と進捗に注目していく必
要があろう。
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米国商務省のイノベーション計測に向けたイニシアティブ
［添付資料］「イノベーション計測－米国におけるイノベーションの状況を追跡する」
目次と概要
●●●要●旨
　　委員長メッセージ「なぜイノベーション計測は重要なのか」
　イノベーションには、四つの課題がある。第一はイノベーションと経済成長との関係性の
把握、第二はイノベーション自体の定義である。そして第三の課題は、本報告の主題である
イノベーションの計測であり、最も重要で実際的な課題である。イノベーションは単一の指
標では表せず、指標の構築が必要である。最後の課題は、いかにイノベーションを起こし、
いかに継続的成長を進めるかである。強い経済を維持するには、イノベーション計測を改良
し、イノベーション能力を向上させることが必要である。
●●●第１章●イノベーション計測の現状と諮問委員会設置
　　　○ イノベーション計測の現状
イノベーション計測は初期段階にある。国の機関や民間企業等によりデータ収集が行われているが、
不完全な状態である。商務省経済分析局、国税調査部、米国証券取引委員会等によりデータ拡充が
図られ始めた。EUではイノベーション統計により広く情報が収集されているが、課題も多い。
　　　○ 諮問委員会の設置
委員会は、イノベーションを「顧客に新たな価値を、企業に経済利益をもたらすことを目的とした、
製品・サービス・プロセス・システム・組織構造・ビジネスモデルの新たな設計・発明・開発・実
現あるいは改良」と定義した。委員会では、データ収集の現状を基にした提言を行った。また、イ
ノベーションに関する知識が限られている現在、唯一の計測法を提言することは不可能であるため、
様々な方法を提言した。
●●●第２章●イノベーション計測の指針
　提言は、イノベーションおよびその経済的影響の計測の発展、すなわち、資源投入と価値創出の
推定を適切に行うことを最終目標としている。現在はイノベーション計測を目的としたデータ収集
がなされておらず、データは断片的なものである。政府、民間企業、研究者が協働してイノベーショ
ン計測の理解を深める必要がある。活動を進める上での原則は、以下の通りである。
　データ収集は、企業の自身のイノベーション評価方法に基づくものとする。
　法制度や規制のイノベーションへの影響を考慮する。
　定性的・主観的計測も容認する。
　イノベーション計測は固定的なものではなく、常に改良されていく。
　組織、企業、産業、国、国際、地域など各レベルで分析可能なものにする。
　新データ収集の際は、費用と便益のトレードオフ、資源、規制等を考慮する。
●●●第３章●政府の取り組み
　　　１. 国の経済活動の中にイノベーションを位置づけて計測する強固な枠組みを構築する
　国民所得生産勘定（NIPA）を再構築し、年ベース、産業レベルの全要素生産性計測を開発（労働省
労働統計局の全要素生産性成長予測プログラムとの統合）
　国民所得生産勘定（NIPA）に付加的なイノベーション勘定を創設（研究開発投資、人的資本、知的財
産等）
　サービス部門データの拡充および調査範囲の拡大
　無形資産、特に知的財産に関する計測の改良（知的財産権取得経費や収益等の鍵となる無形資産
の取引データの収集法など）
　　　２. 政府統計機関の既存データを有効活用し、GDPや生産性勘定におけるイノベーションの寄与の一貫性
のある推定やイノベーションの理解増進を図る
　既存データ間の関連づけ
　より堅牢な分類方法の開発（国内、海外での事業を総合して捉えた業種分類等）
　政府機関間のデータ共有・同期化のための法的権限
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　　　３. データアクセスを増加させる
　タグ付け等によるデータの透明性確保とアクセス増
　非政府系の研究促進のため、一般公開用ファイルの作成
　機密データへのアクセスの拡大
　　　４. ワークショップ等を開催し、イノベーションの促進・阻害要因等の議論を行う
　　　５. イノベーション計測・分析の国際的議論に参加し、国際的な親和性を確保する
　　　６. データ収集や促進要因分析により、ナショナル・イノベーション指標を開発する
　　　７. 以上の提言を実施するための資金援助を行う
●●●第４章●産業界からの支援
　　　１. 企業・産業レベルの計測を実施
　企業レベルのイノベーション計測を設定し、既存手法と比較
　企業内のイノベーションとパフォーマンスインパクトの計測
　イノベーション管理・勘定のベストプラクティスを開発
　　　２. 研究活動に参加し、情報を研究者に提供
　広範なデータ収集のため共同プロジェクトに参加
　XBRL形式でのデータ公表
●●●第５章●研究が必要な領域
　　　１. イノベーションの成果の計測法確立と評価
　市場シェアに基づく計測の有効性、フィージビリティ等の評価
　イノベーション強度計測のフィージビリティ等の評価（他国調査やパイロットプロジェクトのレ
ビュー実施）
　イノベーション成果創出の促進・阻害要因の影響の定性的・定量的分析
　　　２. イノベーションデータ欠落の明確化と取得方法の検討
　イノベーション計測に有用なデータの特定
　知的財産取引に関するデータ収集のフィージビリティ等の評価
　イノベーション強度の強い企業の実績評価
　協調の効果の評価と協調の主要因の特定
　国際的なイノベーション活動の評価
　一般公開用データの分析による、イノベーティブな企業の特定
　長期データを用いたビジネスダイナミクスとイノベーションの関係分析
　イノベーティブな実績と規制環境との関係分析
渡辺●康正 
第 3 調査研究グループ
総括上席研究官
◎
科学技術庁・文部科学省、神戸大学連
携創造センターで、近年、産学連携や
技術移転政策の立案や実務に携わり、
2006 年より現職。イノベーションの測
定、大学発ベンチャー、地域イノベー
ションについて調査を担当
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
執●筆●者
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特別記事
「科学技術動向」に関する
アンケート調査結果
2008年2月～3月にわたり、「科学技術動向」に関するアンケート調査を実施致しました。
予想を上回る多数の方々にご回答いただき、大変有益な結果を得ることができました。
ご多忙の中アンケートにご協力いただき、誠にありがとうございました。
ここに、その調査結果をご報告させていただきます。
皆様のご意見を基に、より一層ご活用いただける「科学技術動向」を目指す所存でございます。 
① ：誌面全体の評価 （※前回実施時は3段階評価）
アンケート調査概要
　期間：2008年2月27日～3月12日
　対象：日本語版科学技術動向誌の全送付先
　回収結果：回答数876 通（回答率 45％）
　設問内容
　1.　冊子送付の要不要・Web 化への意向確認など
　2.　本誌全体の評価（5段階）・・・面白さ、専門記事の有用性、活用法など
　3.　トピックス・レポートの内容評価（5段階）
　　　　　　　　　　　・・・テーマ選定、情報の新鮮度、専門性、誌面構成など
　ご参考までに、以下の調査結果には前回（2005年8月）の結果も合わせて示します
　　非常に面白い
　　面白い
　　普通
　　面白くない
　　全く面白くない
前回
今回
Q.「科学技術動向」の全体的な評価は？
0% 20% 40% 60% 80% 100%
　　よく理解できる
　　理解できる
　　普通
　　あまり理解できない
　　全く理解できない
前回
今回
Q. 技術動向がよく理解できるか？
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②：トピックスの評価
③：レポートの評価
（※前回実施時は3段階評価）
（※前回実施時は3段階評価）
　　個性がある
　　やや個性がある
　　普通
　　やや差が無い
　　他紙と差が無い
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
Q. テーマ選定
Q. 情報新鮮度
Q. 専門性
Q. 紙面構成
　　とても新規
　　やや新規
　　普通
　　やや古い
　　とても古い
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
　　専門性が高い
　　やや高い
　　普通
　　やや低い
　　専門性に乏しい
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
　　良い
　　やや良い
　　普通
　　やや悪い
　　悪い
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
Q. テーマ選定 　　個性がある
　　やや個性がある
　　普通
　　やや差が無い
　　他紙と差が無い
Q. 情報新鮮度 　　新規
　　やや新規
　　普通
　　やや古い
　　古い
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
Q. 専門性 　　専門性が高い
　　やや高い
　　普通
　　やや低い
　　専門性に乏しい
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
Q. 分析の質 　　優れている
　　やや優れている
　　普通
　　やや不十分
　　不十分
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
Q. 紙面構成 　　良い
　　やや良い
　　普通
　　やや悪い
　　悪い
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
Q. 表　現 　　分かり易い
　　やや分かり易い
　　普通
　　やや分かりにくい
　　分かりにくい
0% 20% 40% 60% 80% 100%
前回
今回
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④：活用状況
⑤：冊子の必要性
⑥：自由記述
（※前回実施時は質問設定無し）
（※前回実施時は質問設定無し）
0% 20% 40% 60% 80% 100%
　　回覧している
　　場合によりする
　　回覧しない
今回
Q. 回覧有無
　　図書館
　　共通書架
　　個人保管
　　未記入
0% 20% 40% 60% 80% 100%
　　保存しておく
　　回覧する
　　破棄する
今回
Q. 保存状況
0% 20% 40% 60% 80% 100%
今回Q. 保存場所
0% 20% 40% 60% 80% 100%
　　政策立案
　　会議資料作成
　　講義
　　専門知識収集
　　研究提案書作成
　　その他
今回
Q. 活用法
0% 20% 40% 60% 80% 100%
　　Web 閲覧＋冊子希望
　　Web 閲覧するので冊子不要
　　関心ないので冊子不要
今回
Q. 冊子送付
の必要性
主な理由：
インターネット上で閲覧できるから
0% 20% 40% 60% 80% 100%
　　　メルマガ希望
　　　メルマガ不要
　　　未記入　
今回
Q. メルマガ
　　希望
0% 20% 40% 60% 80% 100%
今回
　　体載へのコメント
　　活用法
　　内容への要望・提案
　　感想
　　その他
　ぎっちり感が強く、紙面構成が読みにくい（行
間・字体・レイアウトに起因か）。
　図と図の注を強化すると紙面を早く読めるよ
うになるだろう。
　レポ トーは記述が長すぎるものがある。
　日本語として平易な記述を心がけてほしい。
　図表をカラー化すべきではないか。
　冊子は通勤中や時間がある時に読む
のにちょうど良い。
　資源節約のために冊子を取りやめる
べき。
　アーカイブには電子ファイルが都合
がよい。
　図書館としては冊子が必要。
　科学技術と国の動きが一緒に分かるのはユニーク。他
に類書が無く重宝している。
　特定分野の特集などの工夫がほしい。チーム編成のス
ペシャルレポ トーができたら、なお良い。
　読者ターゲットが不明瞭。行政官向けには内容が専門
的過ぎる。海外の対象が米国に偏っている。
　取り上げたテーマを１～２年単位で見るとトレンドが分
かる。
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ライフサイエンス分野
　　 今後求められる臨床研究者像と大学院における人材
育成の試み：伊藤裕子 (2007 年 8 月、No.77）
　　 ニュートラスーティカルに関する研究動向：鷲見芳
彦 (2008 年 2 月、No.83)
情報通信分野
　　 組織を超えたコミュニケーションのためのオントロ
ジー技術：黒川利明 (2007 年 4 月、No.73)
　　 ユビキタスネット社会のコンテキストアウェアネ
ス技術研究の動向と課題：藤井章博 (2007 年 8 月、
No.77)
　　 IT を基盤としたインドの産業発展と知識型社会を目
指した人材育成の動き：竹内寛爾、野村稔 (2007 年
9 月、No.78)
　　 欧州におけるペタスケールコンピューティングの動
向：野村稔 (2007 年 10 月、No.79)
環境分野
　　 安全安心な社会構築に忘れてはならない雷害リスク
対策：浦島邦子 (2007 年 4 月号、No.73）
　　 身近にある水の現状と課題：浦島邦子 (2007 年 11 月、
No.80）
　　 循環型社会に求められる廃棄物の再生資源化技術：
川本克也 (2007 年 12 月、No.81）
　　 地球変動予測を意識した 21 世紀の海洋観測：滝沢隆
俊 (2008 年 1 月、No.82)
　　 地球温暖化問題に対するサスティナビリティサイエ
ンスの研究動向－ IPCC 第四次評価報告書に対する
日本の貢献度から見た課題－：前田征児、日引聡
(2008 年 3 月、No.84）
ナノテク・材料分野
　　 日本のナノテク競争力分析－懸念される競争力低下
とナノシステム化への挑戦－：金間大介、近藤章夫
(2007 年 5 月、No.74）
　　 固体酸化物形燃料電池材料の研究開発動向－鍵とな
る電解質の研究開発の視点から－：河本洋 (2007 年
７月、No.76）
　　 希少金属資源に関する我が国の採るべき方策：河本
洋 (2007 年 10 月、No.79）
　　 高効率を目指す太陽電池セルの研究開発動向：金間
大介、河本洋 (2008 年 1 月、No.82）
　　 ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み：竹
村誠洋 (2008 年 3 月、No.84)
エネルギー分野
　　 エネルギー資源作物とバイオ燃料変換技術の研究：
前田征児 (2007 年 6 月、No.75)
ものづくり分野
　　 製造業の強さを支えるものづくり計測の研究開発の
あり方：塩谷景一 (2007 年 7 月、No.76）
社会基盤分野
　　 道路構造物のストックマネジメントのための技術動
向：池田一壽（2007 年 5 月、No.74）
　　 災害リスクガバナンスに基づく防災研究の新たな課
題：長坂俊成 (2007 年 12 月、No.81)
　　 防災・減災のための情報通信システムの相互運用：
臼田裕一郎 (2008 年 2 月、No.83)
フロンティア分野
　　 海外における深海有人潜水船の開発動向と我が国の
進むべき道：工藤君明 (2007 年 9 月、No.78）
　　 アジアにおける防災衛星システムの構築と国際協力
の推進：清水貴史 (2007 年 11 月、No.80）
科学技術政策分野
　　 AAAS 科学技術政策フォーラム報告：光盛史郎 (2007
年 6 月、No.75）
その他の分野
　　 消防防災に関する科学技術動向－消防防災領域での
イノベーションを目指して－：松原美之、浦島邦子
(2007 年 9 月、No.78）
昨 年 度 レ ポ ー ト 一 覧
科学技術動向 2007 年 4 月号 (No.73) ～ 2008 年 3 月号 (No.84) に掲載した 25 本のレポートです。
バックナンバーは http://www.nistep.go.jp/index-j.html でご覧いただけます。
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